
 
 
 

 

 

 

憲法共同センター「9の日」宣伝 

憲法をないがしろにする政治に NO を突きつけよう！ 
憲法共同センターは６月９日昼、新駅東南口で「9 の日」宣伝を行い、９団体 18 人が参加しま

した。「９条署名」は 16人分が寄せられました。 

 

■生活・福祉のための税金を軍事へ回すな、憲法 9条に基づく外交を 

全労連の石川さんは、「自民党の提言案には他国領土の直接攻撃能力の強化や、日本国内が戦場に

なることすら想定した『継戦能力の確保』がうたわれている。これは自衛の枠を超え、他国に積極的

に戦争を仕掛ける軍隊への変質にほかならない」とし、政府が進める安保３文書の改定前倒し方針

を強く批判しました。さらに、軍拡に向けた財源確保のために防衛特別法人税やタバコ税の増税、復

興特別所得税の転用といった実質的な国民全員への増税がすでに始まっていると指摘。「私たちが払

う税金は軍事のためではなく、福祉や教育、私たちの生活にこそ使われるべきだ。日本を守るために

は戦争を起こさせない憲法９条に基づく外交が必要だ」と訴え、９条署名への協力を呼びかけまし

た。 

■歴史の教訓を忘れるな、緊急事態条項と任期延長は危険な道 

憲法会議の高橋さんは、国会で審議されている緊急事態条項の創設や国会議員の任期延長論議に

ついて、「自民党内でも意見に温度差がある中、多数派の与党が主導して条文作りを強行しようとし

ている」と批判しました。過去に日本が議員任期を延長した翌年に太平洋戦争へと突き進んでいっ

た歴史に触れ、「当時の教訓を忘れてはならない。内閣が国会の承認なしに命令を出せる緊急政令な

どの導入は大変危険だ」と指摘。アメリカからの要求に応じる形で軍事費の増額が進む現状に強い
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危惧を示し、「戦争準備の憲法９条改悪と緊急事態条項の導入をストップさせるため、９条署名への

ご協力をお願いしたい」と語りました。 

■商売繁盛は平和あってこそ、武器輸出と不公平税制を糾弾 

全商連の岩瀬さんは、中小業者の立場から「商売繁盛は平和であってこそ」と強調しました。政府

が武器の輸出拡大を視野に入れている背景には一部の政治家や民間企業の儲けがあると指摘。「50 年

前、当時の宮沢外相は『日本は兵器の輸出で金を稼ぐほど落ちぶれていない』と答弁したが、今の高

市大臣はそれを『落ちぶれだとは思わない』と言い放ち、勝手な解釈で武器輸出を進めている」と批

判しました。また、軍備拡大のツケとして消費税増税への懸念を示し、「消費税は社会保障のためで

はなく一般会計に組み込まれ、大企業の法人税引き下げの穴埋めに使われている。その見返りが企

業・団体献金として自民党に流れ、裏金問題の温床にもなっている」と言及。不公平な税制を正し、

軍事産業への巨額の税金投入をやめさせるためにも、９条署名への協力を訴えました。 

■物価高から目を背ける政治にノー、多様性を認める平和な社会へ 

全国革新懇の小田川さんは、物価高騰に苦しむ市民の暮らしを置き去りにする政治の現状を訴え

ました。６月に入り 1000 品目以上の食品が値上げされるなど生活が圧迫されている一方で、首相が

「ナフサが足りないのは目詰まりが起きているから」と発言し、抜本的な物価対策を怠っている姿

勢を「政治の責任から逃げている」と厳しく批判しました。さらに、国家情報局の設置や武器輸出規

制の緩和、「国旗損壊罪」などを挙げ、「懐古的な価値観を押し付ける社会へ変えようとしている。こ

れは憲法を壊す行為だ」と指摘。上からの思想統制ではなく、多様性を認め合う平和な社会の実現を

求め、「憲法をないがしろにする政治に『ノー』を突きつけるのは主権者の権利であり義務だ。改憲

よりも物価対策を、という声を一緒に上げよう」と呼びかけました。 

■若者の困窮を無視した巨額軍拡に反対、安心の平和外交を 

民青同盟の青山さんは、学生や若者の生活が困窮していることに触れながら、他国を抑止力で脅

すアプローチは終わりのない軍拡エスカレーションを招くと指摘し、「相手に恐怖を与えるのではな

く、安心感を与える平和外交こそが必要だ」と訴えました。また、アメリカのトランプ大統領の要求

などに応じて防衛関連費を GDP 比 3.5%（約 21 兆円）から 5%（約 35 兆円）へ増額しようとする

動きを批判。一方で、この 10 年で私立大学の初年度納付金平均が 150 万円を超えるなど学費値上げ

が深刻化している現実を挙げ、「民青同盟では学生への食料支援活動を行っているが、若者の生活を

支援せず、戦争を進める軍事費に巨額の税金を使うことは絶対に許せない。軍拡を止めるため９条

署名に協力を」と呼びかけました。 

「９条署名」  

下記より   
ダウンロードし
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https://www.kyodo-center.jp/wp-content/uploads/2026/04/20260401.pdf 

●今後の予定● 
 

６月１９日（金）１９日行動      18：30～ 国会前 

６月２５日（木）ウィメンズアクション 18：30～ 首相官邸前 

７月 ９日（木）９の日宣伝      18：00  新宿駅東南口 

７月１９日（日）１９日行動      15：30～ 国会前 

※時間や場所をお間違えないようご注意ください。 

https://www.kyodo-center.jp/wp-content/uploads/2026/04/20260401.pdf

